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意見について（通知）
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規定による、令和４年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率並びにそ

の算定の基礎となる事項を記載した書類の審査について、別添のとおり意見書を

提出します。
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健全化判断比率及び資金不足比率の審査意見

第１　審査の対象

１　令和４年度　健全化判断比率

　　（１） 実質赤字比率

　　（２） 連結実質赤字比率

　　（３） 実質公債費比率

　　（４） 将来負担比率

２　令和４年度　資金不足比率

３　１及び２の算定の基礎となる事項を記載した書類

第２　審査の期間

令和５年８月１５日から令和５年８月25日まで

第３　審査の方法

　 審査は、健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基礎となる事項を記載した

書類が、地方公共団体の財政の健全化に関する法律その他関係法令等に従い、適正に作成

されているかを、関係書類を照合審査するとともに関係職員から説明を聴取するなど、 一般に

公正妥当と認められる審査手続きにより実施した。

第４　審査を実施した監査委員

大竹市監査委員　藥師寺基夫

大竹市監査委員　西 村 一 啓

第５　審査の結果及び意見

　審査に付された、 健全化判断比率及び資金不足比率並びに算定の基礎となる事項を記載

した書類は、いずれも関係法令等に準拠して作成され、その算定は正確であることを認めた。

　 当年度の健全化判断における 実質赤字比率及び連結赤字比率並びに資金不足比率は、

実質赤字あるいは資金不足が発生していないため、前年度に引き続き該当の数値は算定され

なかった。

　実質公債比率及び将来負担比率は、国が示す早期健全化基準を下回ったが、 いずれの指

標も県内１４市の比較において高い比率となっている。今後も引き続き 効率的な行政運営に

取り組むとともに、 将来にわたる負担の平準化に留意しながら、規律ある財政基盤を維持され

たい。

　審査の概要については、次に示すとおりである。
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一般会計等
に属する
特別会計

１　算定対象会計

　健全化判断比率及び資金不足比率の算定対象となる会計の区分は、次のとおりである。

一　　般　　会　　計

港 湾 施 設 管 理 受 託 特 別 会 計

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計

介 護 保 険 特 別 会 計

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計

水 道 事 業 会 計

工 業 用 水 道 事 業 会 計

公 共 下 水 道 事 業 会 計

農 業 集 落 排 水 特 別 会 計

漁 業 集 落 排 水 特 別 会 計

土 地 造 成 特 別 会 計

広 島 県 市 町 総 合 事 務 組 合

宮 島 ボ ー ト レ ー ス 企 業 団

広島県後期高齢者医療広域連合

大 竹 市 土 地 開 発 公 社

広 島 県 信 用 保 証 協 会

　債務保証をしている法人等がある場合，将来負担比率の算定対象となる。

普
通
会
計

一般会計等以
外に属する特
別会計のうち
公営企業に係
る特別会計以
外の特別会計

法適用企業

法非適用企業
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区　　　分 令和４年度 令和３年度 増　減
早期健全化

基準
財政再生

基準

実 質 赤 字 比 率 － － － 13.83 20.00 

連結実質赤字比率 － － － 18.83 30.00 

実 質 公 債 費 比 率 13.5 13.8 △ 0.3 25.0 35.0 

将 来 負 担 比 率 123.1 136.8 △ 13.7 350.0 

２　健全化判断比率

　健全化判断比率の状況は、次のとおりである。

（単位 ： ％ ・ ポイント）

　（注）実質赤字比率及び連結実質赤字比率については、算定した結果が赤字でないため「－」で表示した。

　実質赤字比率及び連結実質赤字比率については、算定した結果、該当の数値はない。

　実質公債比率は １３．５％で、前年度に比べて ０．３ポイント下回っており、早期健全化

基準 （ ２５．０％）及び財政再生基準 ( ３５．０％）のいずれに対しても下回っている。

　将来負担比率は １２３．１％で、前年度に比べて １３．７ポイント下回っており、早期健全

化基準 （ ３５０．０％）に対して下回っている。

　本市の比率は、いずれも国の示す基準では、財政の健全段階の範囲内である。

※早期健全化基準、財政再生基準の適用について

・地方公共団体の財政破綻を未然に防ぐために「早期健全化基準」、「財政再生基準」

　の２段階で財政悪化をチェックすることが目的である。

・健全化判断比率のうち、いずれかが早期健全化基準以上の場合には。議会の議決を

　経て財政健全化計画を定めることとなる。

・財政健全化計画の実施状況を踏まえ、財政の早期健全化が著しく困難と認められる

　ときは、国等の関与により、確実な財政再生が行われることとなる。

- 3 -



令和４年度 令和３年度 増　減

△ 1.54 △ 5.23 3.69

令和４年度 令和３年度

92,907 397,648 △ 304,741 △ 76.6

26,061 22,063 3,998 18.1

26,061 22,063 3,998 18.1

118,968 419,711 △ 300,743 △ 71.7

7,704,492 8,014,721 △ 310,229 △ 3.9

令和４年度 令和３年度 増減額 増減率

5,842,269 5,692,245 150,024 2.6

1,646,390 1,562,787 83,603 5.3

215,833 759,689 △ 543,856 △ 71.6

7,704,492 8,014,721 △ 310,229 △ 3.9

（１）実質赤字比率

　福祉、教育、まちづくり等を行う地方公共団体の一般会計等の赤字の程度を指標化し、

財政運営の深刻度を示すもので、比率は次の算式による。

一般会計等の実質赤字額 Ａ

標準財政規模 Ｂ

　本市の実質収支額は １１８，９６８千円の黒字となっているため、実質赤字比率の算定では

なく、参考にＡを実質収支額として計算上の比率を求めたところ、△ １．５４％となり，前年度

と比べ ３．６９ポイント黒字幅が小さくなっている。

　なお、自主的な改善努力による財政健全化を図るための早期健全化基準 （ １３．８３％）と

の差は １５．３７ポイントとなっている。

（単位 ： ％ ・ ポイント）

区　　　　　　分

本市の参考比率　Ａ/Ｂ

（単位 ： 千円 ・ ％）

実　質　収　支　額

一 般 会 計

一 般 会 計 等 に 属 す る 特 別 会 計

港湾施設管理受託特別会計

合　　　　　　計　　Ａ

標準財政規模　　Ｂ

　実質収支額の合計は １１８，９６８千円で、前年度に比べ ３００，７４３千円 （ △ ７１．７％）

の減少となっている。これは、主に一般会計の実質収支額が ３０４，７４１千円 （ △ ７６．６％） 

減少したことによるものである。

[標準財政規模] （単位 ： 千円 ・ ％）

区　　　　　　分

標 準 税 収 入 額 等

普 通 交 付 税 額

臨 時 財 政 対 策 債 発 行 可 能 額

合　　　　　　　計

（注）標準財政規模とは、地方公共団体の市税・譲与税・普通交付税などの標準的な規模を示すもの。

　標準財政規模は、標準税収入額等、普通交付税額、臨時財政対策債発行可能額を合計

した ７，７０４，４９２千円で、前年度に比べ ３１０，２２９千円 （△ ３．９％）の減少となってい

る。　

実質赤字比率 ＝

区　　　　　　分 増減額 増減率
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令和４年度 令和３年度 増　減

△ 30.32 △ 33.50 3.18

令和４年度 令和３年度

92,907 397,648 △ 304,741 △ 76.6

一般会計等
に属する
特別会計

26,061 22,063 3,998 18.1

19,465 1,430 18,035 1261.2

29,209 107,639 △ 78,430 △ 72.9

2,249 2,638 △ 389 △ 14.7

169,891 531,418 △ 361,527 △ 68.0

令和４年度 令和３年度

908,820 966,103 △ 57,283 △ 5.9

273,953 327,630 △ 53,677 △ 16.4

983,418 860,582 122,836 14.3

0 0 0 －

0 0 0 －

0 0 0 －

2,166,191 2,154,315 11,876 0.6

2,336,082 2,685,733 △ 349,651 △ 13.0

7,704,492 8,014,721 △ 310,229 △ 3.9

（２）連結実質赤字比率

　すべての会計の赤字や黒字を合算し、地方公共団体全体としての赤字の程度を指標化し、

運営の深刻度を示すもので、比率は次の算式による。

連結実質赤字額 （Ａ＋Ｂ）

標準財政規模 Ｃ

　本市の連結実質収支額は ２，３３６，０８２千円の黒字となっているため、連結実質赤字比率

の算定ではなく、参考にＡ＋Ｂを連結実質収支額として計算上の比率を求めたところ 

△ ３０．３２％となり、前年度に比べ ３．１８ポイント黒字幅が小さくなっている。

　なお、自主的な改善努力による財政健全化を図るための早期健全化基準 （ １８．８３％）との

差は ４９．１５ポイントとなっている。

（単位 ： ％ ・ ポイント）

区　　　　　　分

本市の参考比率　（Ａ＋Ｂ）/Ｃ

（単位 ： 千円 ・ ％）

実　質　収　支　額

一 般 会 計

港湾施設管理受託特別会計

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計

介 護 保 険 特 別 会 計

後期高齢者医療特別会計

小　　　　　　　計　　　Ａ

資　金　剰  余　額

水 道 事 業 会 計

工 業 用 水 道 事 業 会 計

公 共 下 水 道 事 業 会 計

農 業 集 落 排 水 特 別 会 計

漁 業 集 落 排 水 特 別 会 計

土 地 造 成 特 別 会 計

小　　　　　　　計　　　Ｂ

合　　　　　計　　Ａ + Ｂ

標　準　財　政　規　模　Ｃ

連結実質赤字比率 ＝

区　　　　　　分 増減額 増減率

一般会計等以
外に属する特
別会計のうち
公営企業に係
る特別会計以
外の特別会計

区　　　　　　分 増減額 増減率

法適用企業

法非適用企業
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令和３年度 増　減

13.8 △ 0.3

令和３年度 増　減

Ａ 1,754,587 92,418

Ｂ 307,553 △ 19,502

2,062,140 72,916

Ｃ 126,310 △ 25,310

Ｄ 1,095,035 △ 13,396

1,221,345 △ 38,706

Ｅ 8,014,721 △ 310,229

12.2 2.2

　連結実質収支額の合計は ２，３３６，０８２千円で、前年度に比べ ３４９，６５１千円 （△ １３．０％）

の減少となっている。これは、資金剰余額が １１，８７６千円 （０．６％）増加したものの、実質収支

額が ３６１，５２７千円 （△ ６８．０％）減少したことによるものである。

（３）実質公債費比率

　借入金の返済額及びこれに準ずる額の大きさを指標化し、資金繰りの危険度を示したもので、

比率は次の算式による。

（元利償還金 Ａ＋準元利償還金 Ｂ） ―

（特定財源Ｃ＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額Ｄ）

（標準財政規模 Ｅ）　―

（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 Ｄ）

　実質公債費比率は、次表のとおりである。

（単位 ： ％ ・ ポイント）

区　　　　　　分 令和４年度

実質公債費比率（３ヵ年平均） 13.5

（注） 単年度の実質公債費比率は、令和４年度：14.4%　令和３年度：12.2%　令和２年度：14.1%　令和元年度：15.2%

　３ヵ年平均の比率は １３．５％で、前年度に比べ ０．３ポイント低くなっており、早期健全化基準

（ ２５．０％）を下回っている。

（単位 ： 千円 ・ ％ ・ ポイント）

区　　　　　　分 令和４年度

元 利 償 還 金 1,847,005

準 元 利 償 還 金 288,051

計　（Ａ＋Ｂ） 2,135,056

特 定 財 源 101,000

元 利 償 還 金 ・ 準 元 利 償 還 金 に
係 る 基 準 財 政 需 要 額 算 入 額 1,081,639

計　（Ｃ＋Ｄ） 1,182,639

標 準 財 政 規 模 7,704,492

実質公債費比率（単年度） 14.4 

　また、単年度で比較してみると、当年度の比率は １４．４％で、前年度に比べ ２．２ポイント高く

なっている。これは主として、準元利償還金が １９，５０２千円、特定財源が ２５，３１０千円、標準

財政規模が ３１０，２２９千円、それぞれ減少し、元利償還金が ９２，４１８千円増加したことによる

ものである。

実質公債
費 比 率

＝ 　の３ヵ年平均
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令和４年度 令和３年度 増減額 増減率

 （注1） 1,847,005 1,754,587 92,418 5.3

 （注2） 288,051 307,553 △ 19,502 △ 6.3

7,814 7,597 217 2.9

483 490 △ 7 △ 1.4

87,601 98,191 △ 10,590 △ 10.8

15,352 15,448 △ 96 △ 0.6

7,045 6,997 48 0.7

169,352 178,562 △ 9,210 △ 5.2

404 268 136 50.7

2,135,056 2,062,140 72,916 3.5

令和４年度 令和３年度 増減額 増減率

37,691 46,605 △ 8,914 △ 19.1

62,506 78,903 △ 16,397 △ 20.8

803 802 1 0.1

0 0 0 －

101,000 126,310 △ 25,310 △ 20.0

（ア） 元利償還金，準元利償還金の状況について

（単位 ： 千円 ・ ％）

区　　　　　　分

　元利償還金（一般会計等） 

　準　元　利　償　還　金

水 道 事 業 会 計

工 業 用 水 道 事 業 会 計

公 共 下 水 道 事 業 会 計

農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計

漁 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計

土 地 造 成 特 別 会 計

一 時 借 入 金 利 子

合　　　　　　計

（注1） 元利償還金は、一般会計等の公債費である。

（注2） 準元利償還金は、主として公営企業会計の支払う元利償還金への一般会計からの繰出金や一時借入金

　　　　利子である。

　元利償還金及び準元利償還金は ２，１３５，０５６千円で、前年度に比べ ７２，９１６千円

（３．５％）の増加となっている。これは、元利償還金が ９２，４１８千円 （５．３％）増加し、準元利

償還金が １９，５０２千円 （△ ６．３％）減少したことによるものである。

（イ） 特定財源の状況について

（単位 ： 千円 ・ ％）

区　　　　　　分

市 営 住 宅 使 用 料

都 市 計 画 事 業 の 財 源 と し て 発 行 さ れ た
地 方 債 償 還 額 に 充 当 し た 都 市 計 画 税

簡 易 水 道 建 設 費 負 担 金

情 報 基 盤 施 設 貸 付 収 入

合　　　　　　計

（注）特定財源は公債費に充当されているものである。

　特定財源は １０１，０００千円で、前年度に比べ ２５，３１０千円 （△ ２０．０％）の減少となって

いる。これは主に、償還額に充当した市営住宅使用料が ８，９１４千円 （△ １９．１％）、都市計

画事業の財源として発行された地方償償還額に充当した都市計画税が １６，３９７千円

（△ ２０．８％）、それぞれ減少したことによるものである。
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令和４年度 令和３年度 増減額 増減率

(注1) 773,460 832,753 △ 59,293 △ 7.1

(注2)
299,544 253,629 45,915 18.1

(注3)
8,635 8,653 △ 18 △ 0.2

1,081,639 1,095,035 △ 13,396 △ 1.2

（ウ） 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額の状況について

（単位 ： 千円 ・ ％）

区　　　　　　分

災害復旧費等に係る基準財政需要額

事 業 費 補 正 に よ り 基 準 財 政
需 要 額 に 算 入 さ れ た 公 債 費

密 度 補 正 に よ り 基 準 財 政 需 要
額 に 算 入 さ れ た 元 利 償 還 金

合　　　　　　計

（注１） 臨時財政対策債や財源対策債の償還金が主なものである。

（注２） 下水道事業費や清掃事業費の市債償還金が主なものである。

（注３） 一般会計出資債である。

　元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額は １，０８１，６３９千円で、前年度と

比べ １３，３９６千円 （△ １．２％）の減少となっている。これは、事業費補正により基準財政需要

額に算入された公債費が ４５，９１５千円（ １８．１％）増加したものの、災害復旧費等に係る基準

財政需要額が ５９，２９３千円 （△ ７．１％）、密度補正により基準財政需要額に算入された元利

償還金が １８千円 （△ ０．２％）、それぞれ減少したことによるものである。
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（４）将来負担比率

令和４年度 令和３年度 増　減

123.1 136.8 △ 13.7

令和４年度 令和３年度 増減額 増減率

A 29,961,403 30,423,405 △ 462,002 △ 1.5

B 21,808,429 20,953,043 855,386 4.1

8,152,974 9,470,362 △ 1,317,388 △ 13.9

C 7,704,492 8,014,721 △ 310,229 △ 3.9

D 1,081,639 1,095,035 △ 13,396 △ 1.2

6,622,853 6,919,686 △ 296,833 △ 4.3

[参考]　将来負担比率の推移 （単位 ： ％ ・ ポイント）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

242.9 235.7 214.5 190.5

△ 3.3 △ 7.2 △ 21.2 △ 24.0

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

167.8 157.3 156.4 136.8

0.0 △ 10.5 △ 0.9 △ 19.6

　地方公共団体の一般会計借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある負担等の現

時点での残高の程度を指標化し、将来財政を圧迫する可能性が高いかどうかを示すもので、

比率は次の算式による。

将来負担額 Ａ　―　充当可能な財源（基金・特定歳入等）Ｂ

標準財政規模 Ｃ　―　元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 Ｄ　　

　将来負担比率は、次表のとおりである。

（単位 ： ％ ・ ポイント）

区　　　　　　分

将来負担比率（Ａ－Ｂ）/（Ｃ－Ｄ）

（単位 ： 千円 ・ ％）

区　　　　　　分

将 来 負 担 額

充 当 可 能 な 財 源
（ 基 金 ・ 特 定 歳 入 等 ）

計　（Ａ－Ｂ）

標 準 財 政 規 模

元 利 償 還 金 ・ 準 元 利 償 還 金 に
係 る 基 準 財 政 需 要 額 算 入 額

計　（Ｃ－Ｄ）

　将来負担比率は １２３．１％で、前年度に比べて １３．７ポイント下回っている。

　当年度も、早期健全化基準 （ ３５０．０％）を下回った数値となっている。

　この数値が低い方が、将来の財政を圧迫する可能性が低いといえるもので、平成19年度の

制度創設時の ３０１．６％から減少基調が続き、当時より １７８．５ポイント減少している。

決 算 年 度

将来負担比率 246.2

対 前 年 度 1.2

決 算 年 度 平成29年度

将来負担比率 167.8

対 前 年 度 △ 22.7

将来負担比率 ＝
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令和４年度 令和3年度 増減額 増減率

22,825,819 23,170,941 △ 345,122 △ 1.5

384,258 384,258 0 0.0

2,906,270 3,039,076 △ 132,806 △ 4.4

0 0 0 －

1,546,314 1,525,878 20,436 1.3

2,298,742 2,303,252 △ 4,510 △ 0.2

2,297,463 2,301,941 △ 4,478 △ 0.2

1,279 1,311 △ 32 △ 2.4

29,961,403 30,423,405 △ 462,002 △ 1.5

令和４年度 令和3年度 増減額 増減率

(注1) 5,711,352 4,652,955 1,058,397 22.7

(注2) 1,220,811 1,231,956 △ 11,145 △ 0.9

842,207 633,333 208,874 33.0

(注3)
14,876,266 15,068,132 △ 191,866 △ 1.3

11,245,793 11,351,210 △ 105,417 △ 0.9

21,808,429 20,953,043 855,386 4.1

（ア）将来負担額の状況について

（単位 ： 千円 ・ ％）

区　　　　　　分

地 方 債 の 現 在 高

債 務 負 担 行 為 に 基 づ く 支 出 予 定 額

公 営 企 業 債 等 繰 入 見 込 額

組 合 等 へ の 負 担 等 見 込 額

退 職 手 当 負 担 見 込 額

設 立 法 人 の 負 債 額 等 負 担 見 込 額

大 竹 市 土 地 開 発 公 社

第 三 セ ク タ ー 等

合　　　　　　計

　将来負担額は ２９，９６１，４０３千円で、前年度に比べ ４６２，００２千円 （ △ １．５％）の減少と

となっている。これは、退職手当負担見込額が ２０，４３６千円（１．３％）増加しているものの、公

営企業債等繰入見込額が １３２，８０６千円（ △ ４．４％）、地方債の現在高が ３４５，１２２千円 

（ △ １．５％）等、減少したことによるものである。

（イ） 充当可能な財源（基金・特定歳入など）の状況について

（単位 ： 千円 ・ ％）

区　　　　　　分

充 当 可 能 な 基 金

充 当 可 能 な 特 定 歳 入

う ち 都 市 計 画 税 充 当 見 込 額

基 準 財 政 需 要 額 へ
算 入 さ れ る 見 込 額

う ち 臨 時 財 政 対 策 債
償 還 費 等 公 債 費

合　　　　　　計

（注１）地方自治法第241条に規定する基金であって、現金・預金・国債等で保有しているもの。

（注２）地方債の償還に充当できる国・県等補助金、公営住宅の使用料及び都市計画税などを対象としている。

（注３）普通交付税の算定基礎となるもので、地方公共団体の財政需要を合理的に算出した額のうち、公債費等に

　　　　ついて国の定めた算定額を基準財政需要額に算入するもの。

　充当可能な財源は、財政調整基金など １１基金 ５，７１１，３５２千円、都市計画事業の財源と

して発行された地方債償還額に充当可能な都市計画税などの特定歳入が 、１，２２０，８１１千円、

地方交付税の算定に用いる基準財政需要額へ算入される見込額が、 １４，８７６，２６６千円となり、

全体では、 ２１，８０８，４２９千円となっている。

　 これを前年度と比べると、８５５，３８６千円 （ ４．１％）増加している。これは、基準財政需要額へ

算入される見込額が １９１，８６６千円 （△ １．３％）、充当可能な特定歳入が １１，１４５千円 

（ △ ０．９％）、それぞれ減少したものの、充当可能な基金が １，０５８，３９７千円（ ２２．７％）増加

したことによるものである。
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３　資金不足比率

令和４年度 令和３年度 増　　減
経営健全化
基　　　準

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

流動負債
算　入
地方債

流動資産
資金不足額

又は
資金剰余額

事業の規模

（Ａ＋Ｂ-Ｃ）

令和４年度 203,124 0 1,111,944 △ 908,820 429,228

令和３年度 157,662 0 1,123,765 △ 966,103 442,135

増　減　額 45,462 0 △ 11,821 57,283 △ 12,907

令和４年度 204,333 0 478,286 △ 273,953 467,748

令和３年度 172,927 0 500,557 △ 327,630 471,238

増　減　額 31,406 0 △ 22,271 53,677 △ 3,490

令和４年度 476,650 0 1,460,068 △ 983,418 680,254

令和３年度 227,929 0 1,088,511 △ 860,582 679,401

増　減　額 248,721 0 371,557 △ 122,836 853

　公営企業の資金不足額を、公営企業の事業規模と比較して指標化し、経営状況の悪化の

深刻度を示すものである。

　資金不足比率の状況は次のとおりである。

（単位 ： ％）

会　　　計　　　名

水 道 事 業 会 計

工 業 用 水 道 事 業 会 計

公 共 下 水 道 事 業 会 計

農業集落排水特別会計

漁業集落排水特別会計

土 地 造 成 特 別 会 計

　いずれの会計も資金不足は生じておらず、資金不足比率は「－」で表示した。

[経営健全化基準の適用]

　資金不足比率が経営健全化基準以上の場合には、議会の議決を経て経営健全化計画を

定めることとなる。

（１）法適用企業

　　　法適用企業の資金剰余額の状況は、次表のとおりである。

(単位 ： 千円)

　　　比率は次の算式による。　Ｄの値がマイナスの場合は，資金剰余額となる。

Ｄ（流動負債　Ａ＋算入地方債　Ｂ）－流動資産　Ｃ

事　業　の　規　模　Ｅ

法適用企業

20.0 

法非適用企業

区　　分 会計年度

水道事業会計

工業用水道
事業会計

公共下水道
事業会計

資金不足比率　　＝　　
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Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

歳出額
算　入
地方債

歳入額
資金不足額

又は
資金剰余額

事業の規模

（Ａ＋Ｂ-Ｃ）

令和４年度 40,838 0 40,838 0 5,215

令和３年度 43,332 0 43,332 0 5,216

増　減　額 △ 2,494 0 △ 2,494 0 △ 1

令和４年度 32,208 0 32,208 0 3,072

令和３年度 36,849 0 36,849 0 3,269

増　減　額 △ 4,641 0 △ 4,641 0 △ 197

　公営企業における法適用企業の資金剰余額は、水道事業会計で ９０８，８２０千円となり、

前年度と比べ ５７，２８３千円の減少、工業用水道事業会計で ２７３，９５３千円となり、前年度と

比べ ５３，６７７千円の減少、公共下水道事業会計で ９８３，４１８千円となり、前年度と比べ 

１２２，８３６千円の増加となっている。

（２）法非適用企業（宅地造成事業以外の事業）

　　　資金剰余額の状況は、次表のとおりである。

(単位 ： 千円)

 　　　比率は次の算式による。　Ｄがマイナスの場合は、資金剰余額となる。

Ｄ （歳出額 Ａ＋算入地方債 Ｂ－歳入額 Ｃ）

事　業　の　規　模　Ｅ

  農業集落排水特別会計及び漁業集落排水特別会計については、一般会計から赤字相当額

を繰り入れているため、資金不足額を生じていない。

区　　分 会計年度

農業集落排水
特別会計

漁業集落排水
特別会計

資金不足比率　　＝　　
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Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

歳出額
算　入
地方債

歳入額
土地収入
見 込 額

計

（A＋B-C-D）

令和４年度 865,952 0 215,576 742,698 △ 92,322

令和３年度 809,728 0 217,781 747,563 △ 155,616

増　減　額 56,224 0 △ 2,205 △ 4,865 63,294

F G H

地方債
残　高

長　期
借入額

計

（F+G）

令和４年度 3,482,358 0 3,482,358

令和３年度 3,746,187 0 3,746,187

増　減　額 △ 263,829 0 △ 263,829

J K L

事業の規模

（J+K）

令和４年度 3,482,358 650,376 4,132,734

令和３年度 3,746,187 591,947 4,338,134

増　減　額 △ 263,829 58,429 △ 205,400

（３）法非適用企業（宅地造成事業）

　　　資金剰余額の状況は、次表のとおりである。

(単位 ： 千円)

I　　資金不足額（剰余額）

0

0

0

 　　　比率は次の算式による。　Ｉ がマイナスの場合は、資金剰余額となる。

I

事　業　の　規　模　L

  土地造成特別会計についても、資金不足額は生じていない。

区　　分 会計年度

土地造成
特別会計

区　　分 会計年度 　　Ｅ＞０→Ｅ
　　Ｅ＜０→「Ｅ＋Ｈ」又は
　　「０」のいずれか小さい方

土地造成
特別会計

区　　分 会計年度

資本に相当
する額（建設
改良費に充て
た地方債の残
高）

負債に相当
する額（実質
赤字額）

土地造成
特別会計

資金不足比率　　＝　　
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